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＜会合の概要＞  
「経営委員会による受信者意見聴取」の平成28年度第5回は、秋田放送局

で実施し、「公共放送の役割」などNHKの経営全般に関すること、「NHK
の全国放送や地域放送のあり方」など放送に関すること、の2つのテーマに

ついて、公募による47名の視聴者から意見を聴取した。  
 
＜会合の名称＞  
「視聴者のみなさまと語る会ｉｎ秋田」  
 
＜会合日時＞  
平成28年10月29日（土） 午後1時30分～午後3時30分  
 
＜出席者＞  
〔参  加  者〕視聴者の皆さま47名  
〔経営委員〕石原   進 委員長  

井伊  雅子  委員  
〔執  行  部〕木田  幸紀  専務理事  

松原  洋一  理事  
涌井  良介  秋田放送局長  

〔  司   会  〕内藤  啓史  シニア・アナウンサー   
 
＜会場＞  
秋田放送局 汎用スタジオ  
 
＜開催項目＞  
以下のとおり進行した。  
 
1 開会あいさつ  
2  経営委員による説明  

協会の基本方針、その他協会の運営に関する重要な事項について  
3  意見の聴取  
(1) NHKの経営全般について  
(2) NHKの放送について  
4  閉会あいさつ  
 
 



 

2 

 

「視聴者のみなさまと語る会」終了後、柳澤  秀夫  解説主幹による講演会

「テレビの素顔～あさイチの舞台裏」を開催した。  
 
＜概要・反響・評価＞  
○ 公募の結果、はがき、ホームページを通じて82名から参加の申し込

みがあった。  
 
○ 語る会には、47名が参加し、「公共放送の役割」などNHKの経営全

般に関すること、「NHKの全国放送や地域放送のあり方」など放送

に関すること、の2つのテーマについて意見や提言を募った。  
 
○ 参加者からは、「会長選任」「公平公正な報道」「受信料制度」

「障害者を取り上げる番組の増」「地域放送の拡充」「インターネ

ット同時再送信の取り組み」など、多岐にわたる意見や提言が寄せ

られた。  
 
○ 語る会終了後に行ったアンケートには、41名から回答があった。主

なアンケートの結果は次のとおり  
 
＜参加者の満足度＞  
 ｢大変満足｣8名、「満足」20名、「普通」7名、「不満」2名  
 （未記入4名）  
 
＜経営委員会の仕事について＞  
「今回のイベントに参加して、経営委員会の活動について理解が深まりま

したか」との質問に対し、「経営委員会の活動について理解が深まった」と

の回答が31名からあった。  
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 ≪協会の基本方針・重要事項の説明≫ 
 
（井伊委員）  
経営委員会の役割は、放送法に明文化されており、NHKの経営の基本方

針などの議決や、会長の選任、会長以下、NHK執行部の役員の職務の執行

を監督することなど、NHKの経営に対して重い責任を負っています。  
こうした役割を持つ経営委員会の委員は、衆参両議院の同意を得て、内閣

総理大臣より任命されます。  
委員の選任にあたっては、教育、文化、科学、産業、その他の各分野およ

び全国各地方が、公平に代表されることを考慮しなければならないと、放送

法で決められています。  
経営委員の任期は3年です。再任されることもあります。委員の定数は12

名です。  
また、経営委員の中から監査委員が任命されることになっており、経営委

員を含めた役員の職務の執行を監査する役目を担っています。現在、その監

査委員は、上田委員、佐藤委員、森下委員3名が務めています。  
経営委員がただいま申したような重責を果たすため、視聴者の皆さまのご

意見を直接伺うということも、放送法に定められており、本日はその機会と

して、皆さまからNHKに対するご意見をお聞かせいただきたいと思ってい

ます。  
なお、放送法には、「経営委員が協会の基本方針や重要事項を説明するこ

と」という定めもありますので、平成27年度から29年度、3か年のNHK経

営計画と平成28年度収支予算と事業計画について、簡単にご説明させてい

ただきます。  
まず、平成27年度から29年度のNHK経営計画についてです。NHKでは、

東京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年を見据え、NHKが

今後進むべき大きな方向を、「NHKビジョン『信頼をより確かに、未来へ

つなぐ創造の力』」としてまとめました。  
世界から注目が集まる2020年に、最高水準の放送・サービスを視聴者の

皆さまにお届けし、「より身近で信頼できるメディア」となることを目指し

ています。そして2015年度からの3か年を、このビジョンの実現に向けた第

一ステップと位置づけ、経営計画として5つの重点方針を掲げています。  
重点方針1つ目は、「判断のよりどころとなる正確な報道、豊かで多彩な

コンテンツを充実」です。これは、公共放送NHKの根幹となる放送・サー

ビスを視聴者の皆さまの幅広い期待やニーズに応えて、充実・強化していく

ものです。  
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重点方針2つ目は、「日本を世界に、積極的に発信」です。情報の国際化

が進む中、日本の政治、経済、社会、文化などの正確な情報を世界に届け、

日本を正しく理解してもらうことは、公共放送のとても大切な役割であり、

国際発信の強化に重点を置いて取り組みます。  
重点方針3つ目は、「新たな可能性を開く放送・サービスを創造」です。

パソコンやスマートフォンなど携帯端末でもNHKの情報や番組などに接し

ていただくため、インターネットを活用したサービスを強化します。また、

8Ｋスーパーハイビジョンについて、先導的な役割を果たしてまいります。  
重点方針4つ目は、「受信料の公平負担の徹底に向け、最大限努力」です。

「支払率80％」「衛星契約割合50％」の達成を目指し、受信料制度の理解

促進活動に取り組むとともに、営業改革を一層推進し、過去最高の支払率の

達成に努めます。  
最後の5つ目の重点方針は、「創造と効率を追求する、最適な組織に改

革」です。放送・サービスの強化・充実を図るためには、創造と効率をとも

に追求する組織を目指す改革を進める必要があり、関連団体を含めたNHK
グループ全体の業務体制改革を推進してまいります。  

また、男性・女性を問わず、多様な働き方ができる職場改革に努めてまい

ります。  
3か年の収支計画については、受信料をはじめとする収入の増加を確保し、

重点方針として取り組む放送サービスの強化、そして放送センターの建て替

えや2020年の東京オリンピック・パラリンピックなど、将来の備えに充て

ていきます。さらに業務全体にわたる見直しを行い、経常経費を削減し、重

点事項に充てていきます。以上が3か年経営計画の全体像です。  
今後、この経営計画の着実な実行が何よりも重要であり、経営委員会は、

執行部とともに、よりよい経営の実現に向けて努力を重ねてまいります。  
続いて、平成28年度の収支予算と事業計画についてご説明させていただ

きます。  
平成28年度は、3か年経営計画の2年目にあたり、経営計画の5つの重点方

針に沿った事業運営を着実に実施してまいります。事業収入は、受信料収入

の増加などにより、前年度予算に対して185億円の増収となる7,016億円を

見込みます。一方、事業支出は、番組の充実やスーパーハイビジョンの推進

などに、事業収入の増収分を重点的に配分するとともに、給与の削減や事業

運営の一層の効率化を推進することにより、前年度予算に対して167億円増

となる6,936億円としています。  
以上により、事業収支差金は80億円となり、全額を東京・渋谷の放送セ

ンターの建て替えなどに備えるために、建設積立資産に組み入れます。  
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経営委員会としては、平成28年度予算の執行にあたり、コンプライアン

ス意識の徹底と受信料の重みを改めて自覚し、コスト削減や効率的な事業運

営を心がけること、新放送センターの建て替え計画が具体化した時点で、収

支を見直し、直近の予算・事業計画に反映した上で、遅滞なく経営委員会に

報告するよう執行部に求めています。  
ただいまご説明した3か年経営計画および28年度収支予算、事業計画を着

実に実行するためにも、視聴者の皆さまからいただくご意見やご要望は、大

変貴重なものとなると考えています。  
本日、秋田放送局にお集まりの皆さまから頂戴するご意見、ご要望は、私

ども経営委員全員はもちろん、執行部とも共有して今後のNHKの経営に反

映させてまいりたいと考えています。よろしくお願いいたします。  
 
 
 



 

6 

 

≪視聴者のみなさまからのご意見とNHK側からの回答≫ 
 
第一のテーマ：NHKの経営全般について  
 
【会場参加者】  
会長就任のあいさつを聞いて、「政府をそんたくすることが公共放送であ

るかのような捉え方をされては困る」と感じています。報道・表現の自由の

問題かもしれませんが、最近のNHKの状況に不安を感じています。  
 
【会場参加者】  
NHKの退職者を中心とした団体が、現会長の再選に反対する集会を開催

しました。おととしにも、この団体は会長の辞任、罷免を求める声明を発表

していますが、現在行われている次期会長の選考においては、このような視

聴者団体の意見も十分考慮してほしいと思います。  
 
【会場参加者】  
NHKのトップである会長が「政府が右と言ったことを左と言うわけには

いかない」と発言したことに、不安を抱いています。  
このような人物が会長を務めているとき、経営委員会がどのようなチェッ

ク機能を果たしていくのでしょうか。  
 
（石原委員長）  
会長の発言は、たしかに誤解を招く発言だったと思います。これ以外でも

会長の不適切な発言が何度かありましたので、経営委員会でも3回ほど注意

しました。ただし、会長は国会の答弁等でも、「公平・公正」「不偏不党」

といったことを常に主張しています。  
いずれにしても、会長の任期は来年1月24日までです。そこで、次の会長

選任の手続きを7月から進めています。会長選任は、経営委員会の最も重要

な仕事の1つだと思います。NHKにとってふさわしい、皆さまからの信頼に

応えられるような立派な会長を選びたいと思っています。  
 
【会場参加者】  
経営委員には、経済界や学識経験者ばかりで、NHK出身者が入っていま

せんが、このような構成でNHKの業務を監督や管理ができるのでしょうか。  
また、NHKの予算・事業計画は国会の承認が必要とのことですが、国会

中継を見ていても、NHKの事業計画の内容が視聴者にはまったく分かりま
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せん。今回、「視聴者のみなさまと語る会」に出席して、経営計画の資料を

拝見して初めて受信料がどのように使われているのかを知りました。ぜひ、

NHKの事業計画に関する情報等をもっと視聴者に届けてほしいと思います。  
 
（石原委員長）  
12名の経営委員は放送法に基づき、衆参両議院の同意を受け、内閣総理

大臣に任命されます。  
経営委員には、経済界や学識経験者だけではなく、さまざまな経歴を持っ

た方が任命されており、さまざまな視点から多様な意見が出されることで、

視聴者の皆さまのご意見を広く反映するよう努めている、と考えています。  
NHKでは、現在、3か年経営計画で決められた計画を着実に進めており、

受信料の増収や国際発信の強化、インターネットを活用した「放送の同時配

信」の実験も行っています。  
また、オリンピック・パラリンピックへの対応などNHKの重要なテーマ

について、会長が着実に、かつ熱心に推進していることを評価してよいので

はないかと思っています。  
 
（井伊委員）  
NHKの経営委員は、企業の社外取締役に相当します。企業の社外取締役

でも、多くは他社出身者で構成されており、経営委員がNHK以外の者で構

成されていることは、不適切なことではないと思っています。  
 
（木田専務理事）  
NHKでは、経営委員会の議事録や理事会の議事録などをホームページで

公開しています。非常に膨大な経営情報ですので、多くの方々にご覧いただ

く方法として、ホームページで公開することとしています。  
「パソコンを持っていないので見ることができない」という方もいらっし

ゃるとは思いますが、多くの方に見ていただく方法として政府や自治体など

さまざまな団体がホームページを活用して情報公開に努めており、NHKも

ホームページで経営情報を公開しています。  
平成27年度予算における事業収入は、6,831億円となっていますが、事業

収入のほとんどは、受信料収入です。一部、政府から国際放送についての交

付金として39億円が交付されていますが、その割合は0.5%程度です。この

ように、NHKの事業は、ほぼ受信料で運営されているとお考えいただけれ

ばと思います。  
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【会場参加者】  
受信料の公平負担に努めているとのことですが、現在の徴収方法では、支

払率80%程度が限界ではないでしょうか。    
私は、テレビを買った方が見る・見ないに関わらず、受信料を負担しても

らえるように受信料徴収方法を改善し、テレビの価格に受信料を付加すれば

よいと思います。  
 
【会場参加者】  
今後、インターネットを活用した放送が盛んになってくると思います。民

放は、すでにインターネットを活用したサービスを行っていると思いますが、

NHKがインターネットサービスを進めた場合、民放との間に問題が生じる

ようなことはないのでしょうか。  
 
（松原理事）  
NHKでは、受信料の公平負担に向けて、支払率の向上を図るとともに、

受信料を集める営業経費を抑制し、皆さまから頂いた受信料をできるだけ放

送に使い、よい番組を放送することで皆さまに還元するように取り組んでい

ます。  
また、営業経費の抑制に向けて、訪問集金を廃止し、できるだけ口座振替

やクレジットカード継続払のご利用をお願いしています。  
「テレビの価格に受信料も付加する」とのご提案は1つの考え方ではあろ

うとは思いますが、1つのご家庭にテレビを何台も設置されていても、世帯

単位である受信契約は1つの契約でお願いしていますので、現在の放送法に

おいて、ご提案の方法を取ることはできません。  
 
（木田専務理事）  
インターネットサービスについてお答えします。  
民放は、インターネットサービスに関する制限がなく、どのようなサービ

スを行うのかについては、各社の判断となります。一方、NHKでは、放送

と同じように番組をそのままインターネットで流すことは、特別な場合を除

き認められていません。  
特別な場合とは、例えば東日本大震災のような大きな災害や、国政選挙の

ような国民生活に重大な影響を及ぼす出来事があった場合に限り、インター

ネットで放送と同じ内容を同時に配信し、テレビの前にいらっしゃらない方

でもスマートフォンやパソコンで見ることができるようにしています。  
一方、欧米では、以前から放送とインターネットで同じ番組を同時に配信
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することが当たり前になっています。  
例えばイギリスの公共放送BBCでは、放送をそのままインターネットで

見られるだけでなく、30日程度であれば過去の番組もインターネットで見

ることができます。また、インターネットで視聴するための追加料金は不要

で、受信料にあたる受信許可料を支払っていれば、テレビでもインターネッ

トでも過去30日間分の番組も含めて見ることができます。  
いろいろな考え方があるとは思いますが、インターネットがこれだけ普及

している現状から考えると、公共放送もテレビだけではなく、インターネッ

トでも情報を送る時代なのではないか、と考えています。   
民放との関係についてのご質問ですが、現在、民放からNHKに対する要

望などが寄せられているということは特にありません。  
NHKは、放送法によりインターネットサービスが認められるようになり、

インターネットの受信者にどのように受信料を負担していただくか、という

問題が解決できれば、インターネットサービスを行うことができます。  
一方、民放の場合は、インターネットで全部の番組がテレビと同じように

見られるようになると、地域の番組やCMへの対応という課題があり、東京

にあるキー局と地域の放送局の間で話し合いを続けている、という状況にあ

ると考えています。  
  
【会場参加者】  
先日放送されたリオデジャネイロオリンピック・パラリンピックのような

大きなイベントの放映権は、NHKが代表して契約している、と考えていま

すが、「NHKが放映権を持っているものを民放が放送する場合は、NHKか

ら割安に提供されている」「民放が放映権を持っているものをNHKが放送

する場合は、NHKが割高に買わされている」ようなことはないのでしょう

か。NHKと民放で放送権料の支払いをどのように割り振っているのかをお

聞きしたいと思います。  
また、ワンセグ機能付き携帯電話の受信契約の裁判で、NHK側の主張を

退ける地裁の判決が出た際、総務大臣のコメントがテレビで紹介されていま

したが、大臣がコメントするのではなく、まず、NHKの主張を視聴者に伝

えるべきではないでしょうか。  
このような対応が「国がNHKを支配している」というイメージにもつな

がっていると思うので、改善してほしいと思います。  
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【会場参加者】  
放送センターの建て替えは、いつ頃に完成し、どの程度の事業規模で行わ

れるのでしょうか。  
 
（木田専務理事）  
まず、オリンピックの放送権料についてお話します。先日のリオデジャネ

イロを含め、オリンピックの放映権料は非常に高額です。そのため、NHK
と日本民間放送連盟が一緒になり、「ジャパンコンソーシアム」というひと

つの組織を作り、国際オリンピック委員会（IOC）と交渉し、放送権料を決

めた後、NHKと民放で放送する時間と種目の数などから割り振りを行い、

さらに、放送局ごとの負担額を割り出しています。  
オリンピックは、NHKと民放問わず、日本の放送業界全体で取り組んで

いますので、NHKで放送していても民放のアナウンサーが実況を担当して

いることがあれば、またその逆の場合もあります。次の東京大会も同様の対

応を行っていく予定です。  
一方、パラリンピックは事情が異なり、NHK単独の放送となっています

ので、放送権料もNHK単独の支払いとなっています。今回のリオデジャネ

イロでは、パラリンピックを総合テレビで百数十時間にわたり放送しました。  
 
（松原理事）  
ワンセグ機能付き携帯電話の受信契約に係る訴訟において、NHKの主張

を退けるさいたま地裁の判決が、8月26日にありました。NHKは、放送法第

64条1項におけるテレビ受信機の「設置」とは、「固定して使用されるか否

かを問わず、視聴できる状態に置いてあること」を意味するものだと主張し

てきました。  
一方、裁判所の判断は、「設置」ということばは「通常のテレビなどを念

頭に、そこに備え置く状態を意味しており、ワンセグ機能付き携帯電話は該

当しない」ということで、NHKの主張を退けたものでした。NHKは、「放

送法64条1項の設置の解釈に誤りがある」ということで、9月20日に東京高

裁に控訴しました。  
NHKでは、判決が出た当日に、ニュースで判決について取り上げ、NHK

の考え方とともに「控訴する方向で検討している」ことを伝えました。  
なお、平成18年にワンセグ放送が始まって以来、総務省も一貫して「ワ

ンセグ機能付き携帯電話は受信契約の対象」ということを国会答弁などで言

っています。  
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（石原委員長）  
現在のNHK放送センターは、東京オリンピックの頃に建てられたもので、

すでに50年が経過しています。大変古く、手狭にもなっており、建て替え

をどうするかということが懸案事項になっていました。新しい場所に建てる

となると土地代など多額の経費が必要となりますが、NHKの収入のほとん

どは受信料であり、多額の経費をかけることができませんので、現在の土地

で建て替える計画に変更しました。  
計画を変更した結果、放送しながら建物を順次作っていくことになります

ので、期間を3段階に分け、機能を順次移行していくこととしました。  
また、東京オリンピック・パラリンピックまでは、東京における建設工事

の需要が多くあり、費用が高くなりますので、東京オリンピック・パラリン

ピック開催後から着工する計画としました。  
結果として、コストは削減できますが、建替期間が16年ほどかかること

になり、2036年に完成する計画となっています。  
建物は電源設備も合わせて約1,700億円で作る計画になっていますが、こ

の経費には放送設備は含まれていません。新しい放送センターに新しい放送

設備を入れると、現在使用している放送設備と同じ設備が2つ必要になりま

す。それでは、とても経費がかかるので、放送設備の老朽更新に合わせて、

徐々に時間をかけて整備することとしたことで、毎年の減価償却費の資金の

中で整備できることとなり、結果的に毎年の放送設備にかけるコストを抑制

できる計画になっています。  
なお、経営委員会でも議論を重ねた結果、8月末に了承し、「放送センタ

ー建替基本計画」が発表されました。  
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第二のテーマ：放送について  
 
【会場参加者】  
最近のEテレは、若い世代から高齢者世代まで、幅広く面白い番組を作っ

ていると思います。中でも障害者を取り上げた番組をもっと増やしてほしい

です。  
『バリバラ』を見ていると、「障害を持っている子どもたちも頑張ってい

る」ということが強く伝わってきます。Eテレ以外でも、障害者の方たちの

取り組みなどを紹介してほしいと思います。  
 
【会場参加者】  
以前は、土日祝日の夜9時前に秋田のニュースが放送されていましたが、

最近は、仙台からの放送になっています。秋田からニュースを伝える放送枠

は減ってしまったのでしょうか。  
 
【会場参加者】  
FM放送で、私たち団塊の世代が楽しみにしていた『ミュージックプラ

ザ』という番組が、若者を対象にした番組に変わってしまいました。どうい

う基準で番組を変えるのでしょうか。何か調査などを行っているのでしょう

か。  
 
【会場参加者】  
世論調査の回答者数がいつも1,000人前後です。この人数はどのように決

まっているのでしょうか。また、過去に電話調査を受けたことがありますが、

質問が誘導的なように感じました。世論調査で質問する事項は、どのように

して決めているのでしょうか。  
NHKの世論調査は、インパクトのある調査だと思いますので、私たちが

もっと納得するような調査手法を取っていただきたいと思います。  
 
（木田専務理事）  
Eテレの番組についてご意見をいただき、ありがとうございます。2020年

東京パラリンピックということもありますので、具体的な計画はありません

が、これからも障害者の皆さまを題材にした番組づくりに取り組んでいくと

思います。特に『バリバラ』のような定時番組でどのようなことができるの

か、現場にもいただいたご意見を伝えて、検討してもらいたいと思います。  
次に「番組の改編は、どのような基準で行われるのか」というご質問につ
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いてお答えします。  
NHKでは、番組ごとにさまざまなデータを調べ、世帯視聴率や接触者率

といった量的な評価と、3か月に1度、アンケートを取って、「この番組が

どのように見られているのか」「どのような意見が来ているのか」という質

的な評価を行い、質と量の両面から、「その番組をどうするのか」を考え、

全体のバランスを見ながら、「どの時間帯にどのような番組を放送するか」

を決めています。  
『ミュージックプラザ』については、FM放送全体のバランスを考えた結

果、廃止になったものと思われますが、別の時間帯でこの番組のターゲット

だった皆さま向けの番組を放送しているのではないかと思います。  
「なぜ、あの番組が終わってしまったのか」といったご意見をよく伺いま

すが、いただいたご意見は、現場に必ず伝えています。そして、『ミュージ

ックプラザ』の復活の要望につきましても、現場に伝えてまいります。  
世論調査は、有効回答数を1,000人程度で行っています。「1万人くらい

で実施しないのか」というご意見をいただくこともありますが、人数が増え

ることで集計に時間も経費もかかることになります。  
例えば、世論調査で「政治意識調査」を毎月1回程度行っていますが、す

ぐに結果が出ないと意味がありません。時間的なこと、またデータ不足がな

いように、という視点から、1,000人程度で行っています。新聞社も基本的

には同じ方法で世論調査を行っています。  
お電話で質問を聞く際に、年齢をお伺いすることがあります。これは年齢

層が偏らないように、日本全体の年齢層とおおよそ同じになるようなデータ

とするためです。質問は、毎回同じ質問、同じ聞き方をしていると思います

が、それは経年変化を調べるためです。  
毎月調査を行うことで、前月との違いや、「何か出来事が起きたことでこ

うなった」ということが見えてきますので、絶対評価よりも相対評価として

受け止めています。  
 
（涌井局長）  
今年度から、祝日は東北地方の各放送局が連携し、各放送局が取材したニ

ュースをまとめ、仙台から放送するようにしています。  
昨年度からは、土日にも仙台から秋田のニュースを放送する時間帯ができ

ました。土日や祝日はイベントやお祭りが多くありますが、全体としては、

ニュースの数があまり多くありませんので、東北地方の各放送局が連携し、

東北地方全体で「こんな動きがある」ということを放送したほうが、より皆

さまのお役立てになるのではないか、と考えて、現在のような取り組みに変
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えています。  
しかし、「秋田からは放送を出さない」ということではなく、秋田で大き

な災害や大きな事件などが発生した場合は、秋田の皆さま向けにより詳細な

情報を発信しなければなりませんので、秋田発のニュースをお伝えしてまい

ります。  
 
【会場参加者】  
以前、名古屋に住んでいたときに、番組の切れ目などで地震の注意喚起と

いった情報を放送していました。秋田県は全国でも「自殺率」がトップクラ

スとなっており、これは何十年も解決できていない問題です。自殺予防に向

けたメッセージを常日頃から身近に触れられるように、発信していただけな

いでしょうか。  
また、名古屋に行く前に、NHKで何か名古屋の情報を伝える番組はある

かと見てみましても、全くありませんでした。NHKの番組には、東京や京

都の魅力を発信する番組は多くありますが、ほかの地方についてはほとんど

ありません。  
若者が東京に憧れて地方から出ていってしまうのは、テレビの影響もある

と思います。いま地方創生と言われていますので、東京だけでなく地方の番

組も平等に放送してほしいと思います。  
 
【会場参加者】  
NHKには多くのよい番組がありますが、公共放送としての存在価値はニ

ュース・報道番組だと思います。  
最近、政府権力の介入や干渉が強まり、それをそんたくしたと思われるよ

うな報道が見られるように思いますし、中には「安倍チャンネル」と言って

いる人もいます。  
やはり、公共放送としての存在価値を高めるためにも、ニュース・報道番

組は十分に検討していただきたいと要望します。  
 
（涌井局長）  
「地域の課題について放送してほしい」というご提案ですが、非常に素晴

らしいご意見であり、われわれも何ができるか考えていきたいと思います。  
秋田放送局では、昨年から『２０４０ “７０万社会 ”と向き合う』という取

り組みを行っています。秋田の大きな課題である人口減少について、この課

題にどのように向き合い、取り組むべきか、という秋田の元気を発信するよ

うな番組を作り、放送しています。ご意見をいただきました課題についても、
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県民の皆さまに発信していくことができればと思っています。  
また、ご指摘の通り東京の話題が多いと思われるかもしれませんが、

NHKには全国に放送局があり、秋田県の課題や魅力を、東北地方に向けて、

全国に向けて発信するということがわれわれの大きな使命です。  
例えば、秋田港にうどんの自動販売機があり、『ドキュメント72時間』

で放送したところ、「もう一度見たい72時間 ベスト1位」という評価もい

ただきました。  
また、全国的にも知名度の高い大曲の花火大会の放送では、「放送を見て

秋田に行ってみたい」というご意見をいただいています。これからも、地域

の魅力を全国に向けて発信することに、力を入れていきたいと思います。  
 
（木田専務理事）  
「正確・迅速」「公平・公正」を守り、自主自立の放送をしていくことが、

ニュースだけでなく、すべての番組の基本です。  
「総理大臣のニュースが多い」というご意見をいただくことがありますが、

「一国の総理大臣が誰と会い、何を発言したか」というニュースの価値は高

く、総理大臣に関するニュースは自動的に多くなる傾向になりますが、「総

理大臣を持ち上げよう」ということでは決してありません。  
いずれにしても、公共放送にとって報道は生命線であり、「正確・迅速」

「公平・公正」はすべての役職員がこのことばを手掛かりにして仕事を行っ

ています。  
全国の放送局では、さまざまな地域番組を作っていますが、現在の放送の

仕組みでは、違う地域の番組を見ることができません。現在、人の動きが全

国・海外に渡っていますので、今までと同じことをやっていてはいけないと

思います。  
もし、何とかできるとしたら、インターネットの利用が大きな役割を果た

すことになるのではないでしょうか。  
各地域のニュースは、ほぼ同時に放送されるため、テレビで同時に見るこ

とはできませんが、インターネットであれば、例えば「名古屋で何が行われ

ている」とか、「天気はどうか」といった情報を発信することが可能となり

ます。  
しかしながら、インターネットによる情報をどこまで広げればよいのか、

というと限界はあるかと思いますが、ご指摘のような疑問やご不便を解消で

きるよう、取り組み、実現したいと思っています。  
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【会場参加者】  
地震や大雨などの災害情報で、全国的に大きな地震があった時は、東京か

らアナウンサーがニュースを読んでいますが、秋田県で局地的な災害が発生

し、避難準備情報や避難指示が出ている場合、画面が上下左右にさまざまな

情報が出ていて、瞬時に情報を理解できない時があります。  
スマートフォンやパソコンを使って自分で調べられる人だけではなく、高

齢者がテレビをつけたら一目でわかるような工夫をしてほしいです。  
 
【会場参加者】  

私は、あまりテレビを見る時間がありませんが、テレビを見られるときは、

ほとんどNHKを見ていますが、秋田のニュースは、民放のほうがよくでき

ていると思いますので民放を見ています。  
また、昼の時間帯では、木曜日に『被災地からの声』を放送していますが、

放送は東北地区だけで全国に放送をしていません。もし、災害の教訓を国民

に伝えるために放送しているのであれば、全国放送にしたほうがよいと思い

ます。  
金曜日に、『BSコンシェルジュ』を放送していますが、BS放送の視聴率

を上げようという意図で放送していると思います。総合テレビでは、総合テ

レビ向けの番組を放送してほしいと思います。  
以前、秋田からのニュースを見たら、宮城県の話題が出てきましたが、時

間つぶしのように思いました。秋田から放送するのであれば、秋田の情報を

発信してほしいと思います。  
また、朝のニュースで記者リポートがありますが、記者がナレーションし

ているためか聞き取りにくいです。アナウンサーと記者では、話し方が全然

違うので、記者にも話し方の訓練をしてほしいと思います。  
 
【会場参加者】  
夜7時30分から放送していた『クローズアップ現代』が、『クローズアッ

プ現代＋』となって夜10時に放送時間が変わりましたが、私にとっては大

変不便になりました。  
『クローズアップ現代』は、NHKの真骨頂だと思いますので、次の改編

のときには放送時間を元に戻してほしいと思います。また、午前中に再放送

することも考えてほしいです。  
そして、要望として、秋田の佐竹一族を大河ドラマに登場させてほしいと

思います。  
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（涌井局長）  
災害時の避難勧告など、NHKは、皆さまの命を守る報道を最優先にして

取り組んでいます。  
テレビでは、まず速報の文字情報で避難勧告を伝え、ラジオでは放送を中

断して伝えます。さらに、より詳しい情報を伝える場合は、全国向けの放送

時間帯でも、秋田向けのニュースに変更し、秋田の皆さまに情報をお伝えし、

皆さまの安全と命を守る報道に取り組んでいます。  
もう一つの方法として、テレビ画面を少し小さくし、左隅と上にスペース

を作って、より詳しい情報を文字で発信しています。何か起きたら、まずは

テレビやラジオをつけて情報を聞く習慣をつけていただき、われわれが発信

する放送を通じて、必要な情報を得ていただきたいと考えています。  
また、「高齢者向けにさらに新たなサービスを考えられないか」というご

指摘は、今後の課題として考えていきたいと思います。  
『被災地からの声』についてのご意見をいただきました。『被災地からの

声』は、東北向けに木曜日のお昼の時間帯に放送していますが、全国向けに

も日曜日の午前10時過ぎから放送しています。全国の方に向けて復興支援

を訴え、2度とこのような被害が起こらならいようにしよう、というメッセ

ージを発信していきたいと思います。  
「民放で放送されている秋田のニュースにチャンネルを変える」というお

話がありましたが、われわれも多くの皆さまに見ていただきたいと日々努力

しておりますので、ぜひNHKも見ていただきたいと思います。  
また、秋田から放送を出している5分間のニュースの中で、秋田で大きな

ことが起きていないときは、ほかの東北で起きている話題も伝えることがあ

ります。一方で、秋田の話題も秋田から放送しているだけでなく、東北地方

のほかの県で取り上げることもあります。いろいろな形で秋田の話題を発信

していることをご理解いただきたいと思います。  
最後に、「朝のリポートが聞き取りにくい」というご指摘がありましたが、

アナウンサーがリポートする時もありますが記者やディレクター、カメラマ

ンがリポートする時もあります。放送のプロとして皆さまに分かりやすくお

伝えすることに日々取り組んでいますので、さらに努力していきたいと思い

ます。  
 
（木田専務理事）  
『クローズアップ現代＋』に限らず、NHKの番組は60代以上の方にはよ

くご覧になっていただいていますが、30代～50代の働き盛りの人たちには、

なかなか見てもらえていない現状があります。夜7時30分からの放送の場合、
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働き盛りの人たちに見ていただけないので、働き盛りの人たちにも見ていた

だけるような内容にする狙いで放送時間を夜10時台移しました。  
番組の作り方もキャスター1人がインタビューする形から、女性アナウン

サーを中心にゲストを置き、また取り上げるテーマも幅広く選んでいます。

少しご不便をおかけしますが、もう少し見守っていただければと思います。

再放送のご要望については、現場でも検討してもらおうと思います。  
『BSコンシェルジュ』は、BS放送のPRということで放送しています。受

信契約総数に占める衛星契約の割合が全国で50%程度となっていますが、総

合テレビに比べるとまだまだご存じではない方がいらっしゃいますので、

BS1やBSプレミアムの番組を総合テレビで紹介させていただいています。

新聞のテレビ欄で見ていただくよりは、テレビで放送したほうがPRの効果

があり、皆さまにも「たまに見てみようか」という番組が出てくるかもしれ

ませんので、ぜひご覧いただきたいと思います。  
また、「大河ドラマで佐竹一族を取り上げてほしい」というご要望につい

ては、放送のお約束はできませんが、検討させていただきます。  
 
（井伊委員）  
公共放送の役割に関して、公平・公正であり正確な情報を伝えるニュース

番組や報道番組はもちろん重要です。  
また、私は医療制度や医療保険制度などについて研究をしていますが、テ

レビ番組で健康や医療のことが放送されていると関心を持って見ます。皆さ

まの中にも、健康問題や医療に関する番組に関心をお持ちの方も多いと思い

ます。  
NHKの番組は、「偏った情報や誤った情報を伝えてはいけない」「公共

放送は、どうあるべきなのか」ということを常に考えながら視聴者の皆さま

の役に立つこと、要望に応えながら社会の役に立つ、という視点も常に持ち

ながら制作をしていると思います。それは、公共放送であるNHKならでは

と思いますので、ニュースや報道番組だけではなくて、皆さまの関心がある

生活に関係する情報なども、公共放送としての役割を担っていると思ってい

ます。  
 
【会場参加者】  
公共放送も民放も放送法の下で放送されていると思いますが、放送法その

ものが現状のままでよいのかどうか。改善しないといけないところがあると

思いますが、放送法を改正するような検討はされているのでしょうか。  
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（松原理事）  
放送法は、これまでに幾度の改正を経て現在に至っています。放送と通信

の融合等で、インターネットの時代を考えると、現在の放送法についていろ

いろな意見が出ているのは事実だと思います。  
ただし、NHKが放送法を変える立場にはありません。冒頭でもNHKのイ

ンターネット業務にはさまざまな制限があることをお話ししましたが、現在、

総務省の諸課題検討会においてもNHKの在り方について検討が進められて

います。  
 
（木田専務理事）  
NHKと民放連では、「放送倫理・番組向上機構（BPO）」という組織を

作り、放送の内容向上に取り組んでいます。  
この組織は弁護士や有識者の方も集まっている中立な組織で、例えば、ニ

ュースやバラエティー番組で被害を受けたという人が申し入れを行い、調査

した結果、問題がある場合は放送局に対して注意を喚起する仕組みを作って

います。  
これは、NHKだけでなく民放の番組も同じです。法律を改正することは

大変ですが、放送の内容向上という観点ではこの組織は大きな力になってい

ます。  
 
（司会）  
では、最後に、皆さまからご意見やご要望を伺いました経営委員から、感

想を述べさせていただきたいと思います。  
 
（石原委員長）  
長い間ありがとうございました。厳しいご意見を含めて大変参考になるご

意見をいただいたと思います。  
会長に対するご意見を最初にいただきましたが、NHKの一番の原点であ

る「公平・公正」「不偏不党」「自主自律」ということを改めて真剣に考え、

NHKは常に行動していかなければならないと思いました。  
また、「東京の情報が多いのではないか」というご意見をいただきました

が、東京の情報が地方において極めて関心が高い、ということも事実だと思

います。同時にNHKは地域情報の全国発信に取り組んでいますが、放送と

いう一つの電波を使ってさまざまな地域の情報を全国ネットで放送すること

は大変です。いろいろな形で、NHKも地方の情報を全国に放送する努力を

しているとは思いますが、ご指摘は、重要な課題だと認識しています。  
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地域には、本当にすばらしいものがたくさんあります。そこで努力されて

いる方の人間模様や自然の素晴らしさ、そういったものを全国でもっと放送

していくことを、NHKとしても心がけるようにしたいと思います。  
 
（井伊委員）  
本日は大変貴重なご意見をいただきまして、ありがとうございました。  
公共放送は、皆で番組をつくっていくものだと思います。皆さまからご意

見をいただけるのも受信料だからできることです。税金ですと国営放送にな

ってしまいますし、民間放送の場合、どうしてもスポンサーに気兼ねをしな

ければいけません。  
NHK秋田放送局は、皆さまにとってとても身近な存在ですので、ぜひ今

後も皆さまからご意見をいただき、一緒に番組を作っていくという思いを持

ちたいと思います。  
また、ホームページなどを通じて、これからもご意見を自由にお寄せいた

だき、私たちもご意見を参考にしながら、努力してまいりたいと思います。

今後ともよろしくお願いいたします。  
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→質問１：性別

男 女

18 22 未記入1

１０代 ２0代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代

1 2 6 14 13 4

未記入1

放送（テレビ） 放送（ラジオ） ＨＰ 新聞 知人 その他

25 2 2 6 6 4

大変満足 満足 普通 不満 大変不満

8 20 7 2 　未記入4

　

経営重要事項 経営全般 放送 講演会 特になし

7 9 10 19 1 　未記入11

よく知っていた 知っていた 知らなかった その他

9 28 3 　未記入1

深まった 変わらない わからない その他

31 5 3 　未記入2

→質問4：印象に残ったコーナーはどこでしたか（複数回答）

→質問5：ＮＨＫ経営委員会の仕事を知っていましたか

→質問6：今回のイベントに参加して、ＮＨＫ経営委員会の活動について理解が深まりましたか

＜視聴者のみなさまと語る会iｎ秋田＞　参加者当日アンケート

　　参加者数　47　名　　

　　回収数　   41　枚　　

→質問1：年齢

→質問2：今回のイベントを何でお知りになりましたか（複数回答）

→質問3：今回のイベントに参加していかがでしたか
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＜アンケートに寄せられた主なご意見＞  
【経営全般について】  

○ NHK経営委員会の本道を期待する。  
○ NHKの放送が公平・公正なら、受信料も払っている人が損し  
ないように、公正・公平な受信料徴収を望む。  

○ 会長はさまざまな問題を引き起こしている。経営に携わって  
 いる人にはもっと危機感をもってほしい。  

○ インターネットを活用した情報発信を望む。  
 
【放送について】  

○ 放送法第4条1項には、「意見が対立している問題はできるだ  
 け多くの角度から論点を明らかにすること」と定めており、  

  NHKには十分に留意して放送してほしい。  
○ 公平・公正と言われているが、NHKの都合がよい解釈になっ  

 ているのではないか。  
○ 「NHKの放送が政府の意向や圧力を受けているのではない  

か」という意見に対し、きっぱりと否定した点は、納得がい  
 くものだった。  

○ 災害報道では「そこが安全」といった命を守る報道をしてほ  
 しい。  

○ 民放では作ることができないすばらしい番組や、生活に役立  
 つ情報を今後も期待する。  

○ 秋田駅前の再開発の現状や必要性について、わかりやすく放  
 送してほしい。  

○ 地域情報は、全国に発信できていると思った。  
○ 秋田局独自の番組を多く制作して発信してほしい。  
○ 『今夜も生でさだまさし』の再放送をお願いしたい。  

 
【運営・その他について】  

○ 自由な意見交換があり、登壇者の回答は明確で納得した。  
○ 参加者からいろいろな意見があり、もっといろいろなことに  

 関心を持たなければいけないと感じた。  
○ 参加人数を半分程度にしたほうが、議論が深まると思った。  
○ 経営委員と語るのもよいが、秋田局と視聴者で語る会があっ  

 てもよい。  
○ また参加したいと思うので、機会を作ってほしい。  
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○ マイクの音量をもう少し上げてほしかった。  
○ 参加できてとてもよかった。大変勉強になる会だった。  
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